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長崎市下水道ウォーターPPP 導入に向けた 

プレマーケットサウンディング 

アンケート調査 実施要領 

令和 6 年 11 月 

 

1  アンケート調査の目的及び概要 

日頃より長崎市の上下水道事業にご理解ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」（令和５年改定版）（令和５年６月２日民間資金等活

用事業推進会議決定）により、新たな官民連携方式として「ウォーターＰＰＰ」（公共施設等運営

事業及び同方式に準ずる効果が期待できる官民連携方式の総称）が位置付けられました。当該ア

クションプランにおいて、下水道分野の持続可能性の確保等を図る観点から、様々な施策等に取

り組むこととされています。 

長崎市は、国土交通省が実施する「令和 6 年度 下水道分野におけるウォーターPPP 等の案件

形成に向けた方策検討業務（その２）」において、モデル都市のひとつとして選定され、持続可能

な下水道事業・経営を目指すため、下水道分野を中心としたウォーターPPP 導入に向けた事前検討

を行っています。 

 つきましては、管理・更新一体マネジメント方式（レベル３．５）の導入事前検討を進める

上で、レベル３．５の 4 要件の充足等に係るご意見や官民連携事業に関する要望等を把握するこ

とを目的に、プレマーケットサウンディングとして、今後の事業スキーム等の検討に向け参考と

するためアンケート調査を実施します。 

ご多忙の折大変恐縮ではございますが、ご協力をよろしくお願いいたします。 

なお、今後の想定スケジュールでは、令和 7年度にウォーターPPP 導入可能性調査において、マ

ーケットサウンディングを行う予定です。 

  

2  アンケート調査でお聞きする主な項目 

 

① 公共下水道事業における官民連携の実績について 

② 対応可能な業務範囲について 

③ 本事業へのご関心について 

④ 対象範囲について 

⑤ ウォーターPPP の 4 要件（事業期間、性能発注、更新支援型・実施型、プロフィットシェ

ア）の充足について 

⑥ 地元企業の参画について 

⑦ その他（他事業とのバンドリング、スケジュール等）について 
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3  アンケート調査スケジュール及び実施方法 

 

 

アンケート調査の対象企業に参考資料を配布いたします。参考資料をもとに、下記の Google フ

ォームから回答をお願いします。また、Google フォームでの回答が困難な場合は、word の調査票

でご回答できますので、5-②お問合せ先にメールにて送付してください。 

 

4  アンケート調査に関する留意事項 

 

① 本アンケート調査は事前検討の段階のため、参考資料等で示す情報はすべて現時点の「想定」

である点にご留意ください。今後の検討により変更となる場合があります。 

② 企業の名称は公表しません。 

③ 本アンケート調査は Google フォームの調査のみの想定です。後日、長崎市による個別ヒアリ

ングは、必要に応じて実施することも検討してします。 

④ 本アンケート調査は、事前検討の段階であり、導入する事業の可能性を広げておきたいため、

現時点では対象エリア、対象範囲、業務範囲などについて細かく絞らず、対象範囲（想定）

を大きく設定した上で、下水道事業に関する各業務に精通した企業へアンケート調査を実施

します。 

⑤ すべての質問に、その他欄（自由記入欄）及びその理由欄を設けていますので、特筆すべき

ことがあれば、具体的にご記入ください。 

⑥ アンケート調査への参加実績が、今後の事業者公募等の参加条件及び評価の対象となること

はありません。 

⑦ アンケート調査での提案内容及び双方の記載内容は、今後のウォーターPPP について何ら法

的拘束力を持つものではありません。 

⑧ アンケート調査への参加に要する費用（書類作成等）は、企業の負担となります。ご了承くださ

い。 

 

5  お問合せ先 

①  モデル都市である長崎市の連絡先 

 

長崎市上下水道局事業部下水道建設課 主幹 宮崎哲也 

〒850-8563 長崎県長崎市魚の町 4番 1号 市役所 16階 

TEL：095-829-1181（直通） 

メール：miyazaki_tetsuya@city.nagasaki.lg.jp 

 

② アンケート調査に関するご質問 

内容 日程（予定） 

アンケート調査票配布 令和 6年 11 月 20 日（水） 

アンケート調査票回収 令和 6年 12 月 13 日（金） 
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本アンケート調査は、国土交通省による「令和 6 年度 下水道分野におけるウォーター

PPP 等の案件形成に向けた方策検討業務（その２）」を PwC アドバイザリー合同会社と日本

水工設計株式会社の共同企業体が受託しています。 

アンケート調査に関するご質問は以下のお問い合わせ先までメールでお願いします。 

 

PwC アドバイザリー合同会社 インフラ・PPP 部門（担当：宮田、渡辺） 

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-1-1 

メール：jp_deals_ppfi_water_formation@pwc.com 

以上 


